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株式会社　
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連 結 注 記 表
1.連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等
⑴連結の範囲に関する事項
連 結 子 会 社  22社（髙島屋スペースクリエイツ㈱、東神開発㈱、㈱髙島屋友の会他）
非連結子会社 ７社（タカシマヤ・フランスS.Ａ.他）

非連結子会社は総資産、売上高、利益額及び利益剰余金等の観点からみていずれも小規模であり、全
体としても連結計算書類に重要な影響を及ぼしておりません。

⑵持分法の適用に関する事項
①持分法を適用した関連会社
関 連 会 社 ７社（㈱ジェイアール東海髙島屋、㈱伊予鉄髙島屋、大葉髙島屋百貨股份有限公司他）

②持分法非適用会社及び持分法を適用しない理由
非連結子会社 ７社（タカシマヤ・フランスS.A.他）
関 連 会 社  ６社（ピエール・カルダン　ジャパン㈱他）
持分法非適用会社は利益額及び利益剰余金等の観点からみていずれも小規模であり、全体としても
連結計算書類に重要な影響を及ぼしておりません。

⑶会計処理基準に関する事項
①重要な資産の評価基準及び評価方法
　イ．有価証券

 　満期保有目的の債券 償却原価法
 　そ の 他 有 価 証 券  （時価のあるもの）
  期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法

により処理し、売却原価は主として移動平均法により算定しており
ます。）

  （時価のないもの）
  主として移動平均法による原価法
　ロ．デリバティブ 時価法
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　ハ．たな卸資産
 　評価基準は原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）によっております。
 　商　　　　　　　品 主として売価還元法及び個別法
 　製　　　　　　　品 主として先入先出法
 　仕　　　掛　　　品 主として個別法
 　貯　　　蔵　　　品 主として先入先出法
②重要な減価償却資産の減価償却の方法
　イ．有形固定資産（リース資産を除く）

 主として定額法を採用しております。なお、耐用年数及び残存価額については、法人税法に規
定する方法と同一の基準によっております。

　ロ．無形固定資産（リース資産を除く）
 定額法を採用しております。なお、償却年数については、法人税法に規定する方法と同一の基

準によっております。但し、将来の収益獲得または費用削減が確実なコンピュータソフトウエ
ア開発費については、５年間で均等償却しております。

　ハ．リース資産
 所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産については、リース期間を耐用年数

とし、残存価額を零とする定額法によっております。なお、所有権移転外ファイナンス・リー
ス取引のうち、リース取引開始日が2009年（平成21年）２月28日以前のものについては、通
常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。

③重要な引当金の計上基準
　イ．貸倒引当金

 債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については、主として貸倒実績率により、貸
倒懸念債権等特定の債権については、個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上して
おります。

　ロ．役員賞与引当金
 役員賞与の支給に備えるため、支給見込額に基づき計上しております。
　ハ．ポイント引当金

 ポイント金券の発行に備えるため、当連結会計年度末におけるポイント残高に対する将来の金
券発行見積り額のうち費用負担となる原価相当額を計上しております。
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　ニ．役員退職慰労引当金
 連結子会社において役員の退職慰労金の支給に備えるため、内規に基づく期末要支給額を計上

しております。
　ホ．環境対策引当金

 ポリ塩化ビフェニル（PCB）等法令により義務付けられている処分等に関する支出に備えるた
め、今後発生すると見込まれる金額を計上しております。

④その他連結計算書類の作成のための重要な事項
　イ．退職給付に係る会計処理の方法
　　　（ i ）退職給付に係る負債の計上基準

 従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基
づき、退職給付債務から年金資産の額を控除した額を計上しております。

 退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰属させ
る方法については、給付算定式基準によっております。

　　　（ii）数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法
 過去勤務費用については、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（主

として10年）による定額法により発生時から費用処理しており、また、数理計算上の差異
についても、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（主として10年）
による定額法により、発生の翌期から費用処理しております。

　ロ．重要なヘッジ会計の方法
　　　（ i ）ヘッジ会計の方法

 繰延ヘッジ処理によっております。なお、為替予約取引及び通貨スワップ取引については
振当処理の要件を満たしている場合には、振当処理を行っております。

 また、金利スワップについては特例処理の要件を満たしている場合には、特例処理を採用
しております。

　　　（ii）ヘッジ手段とヘッジ対象
 ヘッジ手段 デリバティブ取引（為替予約取引、金利及び通貨スワップ取引）
 ヘッジ対象 外貨建営業債権・債務、借入金及び借入金の支払金利
　　　（iii）ヘッジ方針

 当社及び連結子会社のリスク管理方針に基づき、為替変動リスク及び金利変動リスクをヘ
ッジすることとしております。
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　　　（iv）ヘッジ有効性評価の方法
 ヘッジ対象及びヘッジ手段について、毎連結会計年度末に個別取引毎のヘッジ効果を検証

しておりますが、ヘッジ手段とヘッジ対象の資産・負債または予定取引に関する重要な条
件が同一であり、高い有効性があるとみなされる場合には、有効性の判定を省略しており
ます。

　　　（v）リスク管理体制
 重要なデリバティブ取引については、当社及び連結子会社の経理規定に従い、各社の取締

役会決議または稟議決裁を行い、各社の所管部門で取引を実行するとともに、当社企画本
部財務部で取引残高を把握し管理しております。また、通常の外貨建営業債権債務に係る
将来の為替リスクを回避する目的で行われる為替予約取引についても、各社の所管部門で
取引を実行するとともに、当社企画本部財務部で取引残高を把握し管理しております。

⑷連結子会社の事業年度に関する事項
連結子会社の決算日が連結決算日と異なり、仮決算を行っていないものについては、連結決算日まで
の間に生じた重要な取引について連結上必要な調整を行っております。

⑸のれんの償却方法及び償却期間
のれんの償却については、主として20年間で均等償却しており、少額なものは、発生年度に一括償却
しております。また、2010年（平成22年）３月31日以前に発生した負ののれんの償却については、
20年間で均等償却しております。

⑹消費税等の会計処理は税抜方式によっております。
⑺金額の表示単位未満は切捨てて表示しております。
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2.会計方針の変更に関する注記
⑴退職給付に関する会計基準等の適用
「退職給付に関する会計基準」（企業会計基準第26号　平成24年５月17日。以下、「退職給付会計基準」
という。）及び「退職給付に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第25号　平成24年５
月17日）が2013年（平成25年）４月１日以後開始する連結会計年度の期首から適用できることにな
ったことに伴い、当連結会計年度よりこれらの会計基準等を適用し、退職給付債務から年金資産の額
を控除した額を退職給付に係る負債として計上する方法に変更し、未認識数理計算上の差異及び未認
識過去勤務費用を退職給付に係る負債に計上しました。また、退職給付債務及び勤務費用の計算方法
を見直し、割引率の決定方法を残存勤務期間に基づく割引率から単一の加重平均割引率に変更し、退
職給付見込額の期間帰属方法を期間定額基準から給付算定式基準へと変更しました。
退職給付会計基準等の適用については、退職給付会計基準第37項に定める経過的な扱いに従って、当
連結会計年度の期首において、退職給付債務から年金資産の額を控除した額を退職給付に係る負債と
して計上したことに伴う影響額をその他の包括利益累計額の退職給付に係る調整累計額に加減してお
ります。また、退職給付債務及び勤務費用の計算方法の変更に伴う影響額を当連結会計年度の期首の
利益剰余金に加減しております。
この結果、当連結会計年度の期首のその他の包括利益累計額が3,635百万円減少し、少数株主持分が
117百万円、利益剰余金が14,002百万円減少しております。また、当連結会計年度の営業利益が830
百万円増加し、経常利益及び税金等調整前当期純利益が845百万円増加しております。

3.連結貸借対照表に関する注記
⑴有形固定資産の減価償却累計額 238,663百万円
⑵供託している資産
 （単位・百万円）

種　　　　類 期末帳簿価額 備　　　　　考
現金及び預金 1,390 賃貸借契約等に基づいて供託しております。
有価証券 2,000 割賦販売法に基づいて供託しております。
投資有価証券 4,000 〃
差入保証金 10 宅地建物取引業法に基づいて供託しております。

計 7,401
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⑶保　証　債　務　
 （単位・百万円）

被 保 証 者 保 証 金 額 被保証債務の内容
ケッペルランドワトコ
ツーカンパニーリミテッド 1,697 銀行借入金
ケッペルランドワトコ
スリーカンパニー
リミテッド

1,211 銀行借入金

従業員 209 住宅ローン
計 3,117 　

⑷土地の再評価
当社及び連結子会社２社において「土地の再評価に関する法律」（平成10年３月31日公布法律第34号）
及び1999年（平成11年）３月31日の同法律の改正に基づき、事業用土地の再評価を行っております。
なお、再評価差額については当該差額に係る税金相当額を「再評価に係る繰延税金負債」として負債
の部に計上し、これを控除した金額を「土地再評価差額金」として純資産の部に計上しております。
再評価の方法
「土地の再評価に関する法律施行令」（平成10年３月31日公布政令第119号）第２条第３号に定める
固定資産税評価額に合理的な調整を行って算定する方法及び同条第４号に定める路線価に合理的な
調整を行って算出する方法によっております。
　再評価を行った年月日
　　当社
　　　2000年（平成12年）12月31日（被合併会社）及び2001年（平成13年）２月28日
　　連結子会社１社
　　　2001年（平成13年）２月28日
　　連結子会社１社
　　　2002年（平成14年）３月31日
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⑸圧縮記帳額
都市再開発法による日本橋二丁目地区第一種市街地再開発事業の権利変換により、有形固定資産の取
得価額から直接減額された圧縮記帳額は次のとおりであります。
土地 31,326百万円
建設仮勘定 19,966百万円
合計 51,293百万円

国庫補助金の受入れによる有形固定資産の取得価額から直接減額された圧縮記帳額は、次のとおりで
あります。
建物及び構築物 22百万円

⑹コミットメント契約
当社は、事業資金の効率的な調達を行うため取引銀行６行と貸出コミットメント契約を締結しており
ます。
当連結会計年度末における貸出コミットメントに係る借入未実行残高等は次のとおりであります。
コミットメント契約の総額 20,000百万円
借入実行残高 ―百万円
差引額 20,000百万円

⑺のれん及び負ののれんの表示
のれん及び負ののれんは、相殺表示しております。相殺前の金額は次のとおりであります。
のれん 1,073百万円
負ののれん 555百万円
差引額 518百万円

⑻連結会計年度末日満期手形の会計処理
当連結会計年度末日満期手形の会計処理は、手形交換日をもって決済処理しております。なお、当連
結会計年度末日が金融機関の休日であったため、次の満期手形が当連結会計年度末残高に含まれてお
ります。
受取手形 41百万円
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4.連結株主資本等変動計算書に関する注記
⑴連結会計年度末日における当社の発行済株式の総数

株式の種類 当連結会計年度期首 増　　　加 減　　　少 当連結会計年度末
普通株式（株） 330,827,625 24,691,338 ― 355,518,963

新株予約権の権利行使による新株の発行による増加　24,691,338株
⑵当連結会計年度中に行った剰余金の配当に関する事項

決　　　議 株式の種類 配当金の総額
（百万円）

1株当たり
配当額（円） 基　準　日 効力発生日

2014年（平成26年）
５月20日定時株主総会 普通株式 1,649 5.00 2014年（平成26年）

２月28日
2014年（平成26年）
５月21日

2014年（平成26年）
10月10日取締役会 普通株式 1,684 5.00 2014年（平成26年）

８月31日
2014年（平成26年）
11月20日

⑶連結会計年度の末日後に行う剰余金の配当に関する事項

決　　　議 株式の
種類

配当の
原資

配当金の総額
（百万円）

1株当たり
配当額（円） 基　準　日 効力発生日

2015年（平成27年）
５月19日定時株主総会 普通株式

利益
剰余金 1,772 5.00 2015年（平成27年）

２月28日
2015年（平成27年）
５月20日

⑷連結会計年度の末日における新株予約権（権利行使期間が到来していないものを除く）の目的となる
株式の種類及び数
普通株式 （上限）46,269,020株
（内訳）
新株予約権付社債 （上限）46,269,020株
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5.金融商品に関する注記
1金融商品の状況に関する事項
⑴金融商品に対する取組方針
当社グループは、設備投資計画に照らして、必要な資金（主に銀行借入や社債発行）を調達しており
ます。一時的な余資は安全性の高い金融資産で運用しております。デリバティブは、営業債務の為替
変動リスク及び借入金等資金調達の金利変動リスク及び為替変動リスクを回避するために利用し、投
機的な取引は行わない方針であります。

⑵金融商品の内容及びそのリスク
営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。
有価証券及び投資有価証券は、主に業務上の関係を有する企業の株式であり、市場価格の変動リスク
に晒されております。
差入保証金は、賃借物件において預託しているため取引先企業等の信用リスクに晒されております。
営業債務である支払手形及び買掛金は、ほとんど１年以内の支払期日でありますが、その一部には商
品の輸入代金支払に関する外貨建のものがあり、為替の変動リスクに晒されております。
借入金及び社債は、主に設備投資に必要な資金の調達を目的としたものであります。その一部は変動
金利であるため、金利の変動リスクに晒されております。
デリバティブ取引は、外貨建営業債権、債務の為替変動リスクの回避及び借入金の金利変動リスクの
回避を目的としたヘッジ手段として利用しております。なお、ヘッジに関する会計の方法等は、前述
の会計処理基準に関する事項の「④その他連結計算書類の作成のための重要な事項」の「ロ．重要な
ヘッジ会計の方法」をご参照ください。
また、営業債務や借入金は支払期日に支払が実行できなくなる、流動性リスクに晒されております。

⑶金融商品に係るリスク管理体制
①信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理
当社グループは、営業債権である受取手形及び売掛金、差入保証金については、経理規則に従い、
主要な取引先の状況を定期的にモニタリングし、取引先ごとに期日及び残高を管理するとともに、
財務状況等の悪化等による回収懸念の早期把握や軽減を図っております。

②市場リスク（為替や金利等の変動リスク）の管理
当社グループは、外貨建の営業債務に係る為替の変動リスクに対しては為替予約を行っておりま
す。また、借入金に係る金利の変動リスクを抑制するために金利スワップ取引を利用しております。
有価証券及び投資有価証券については、定期的に取引先企業の時価や財務状況等を把握し、取引先
企業との関係を勘案して保有状況を継続的に見直しております。
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③流動性リスク（支払期日に支払を実行できなくなるリスク）の管理
当社グループは、月次に資金繰計画を作成・更新するなどの方法により管理するとともに、取引銀
行と貸出コミットメント契約及び当座借越契約により充分な手許流動性を確保しております。

⑷金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価
額が含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件
等を採用することにより、当該価額が変動することもあります。

010_0383310092705.indd   10 2015/04/09   21:08:17



―11―

2金融商品の時価等に関する事項
2015年（平成27年）２月28日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、
次のとおりであります。なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは、次表には含め
ておりません（（注２）を参照ください。）。

 （単位・百万円）
連結貸借対照表計上額 時価 差額

⑴現金及び預金 87,887 87,887 ―
⑵受取手形及び売掛金 120,380
貸倒引当金（*1） △351

120,028 122,212 2,183
⑶有価証券及び投資有価証券
①満期保有目的の債券 6,005 6,148 143
②その他有価証券 72,787 72,787 ―

78,793 78,936 143
⑷差入保証金（*2） 10,223 10,011 △211

資産計 296,932 299,048 2,115
⑴支払手形及び買掛金 101,558 101,558 ―
⑵短期借入金 5,887 5,887 ―
⑶預り金 23,384 23,384 ―
⑷社債 75,405 79,130 3,724
⑸長期借入金（*3） 82,225 82,476 251

負債計 288,462 292,437 3,975
デリバティブ取引（*4）
ヘッジ会計が適用されていないもの △53 △53 ―
ヘッジ会計が適用されているもの △2 △2 ―

デリバティブ取引計 △56 △56 ―

（*1）売掛金に対応する一般貸倒引当金及び個別貸倒引当金を控除しております。
（*2）差入保証金は1年内返還予定分を含んでおります。
（*3）長期借入金は1年内返済予定分を含んでおります。
（*4）デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しております。
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（注1）金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項
資産
⑴現金及び預金、⑵受取手形及び売掛金
これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額に
よっております。なお、一部の売掛金の時価の算定については、回収可能性を反映した将来
キャッシュ・フローを残存期間に対応する国債の利回り等で割り引いた現在価値により算定
しております。
⑶有価証券及び投資有価証券
これらについては、株式は取引所の価額によっており、債券は取引所の価額又は取引金融機
関等から提示された価額によっております。また、譲渡性預金は全て短期間で決済されるた
め、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっております。
⑷差入保証金
差入保証金については、回収可能性を反映した将来キャッシュ・フローを残存期間に対応す
る国債の利回り等で割り引いた現在価値により算定しております。
負債
⑴支払手形及び買掛金、　⑵短期借入金、　⑶預り金
これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額に
よっております。
⑷社債
社債については、取引金融機関等から提示された価格によっております。
⑸長期借入金（１年内返済予定分を含む）
長期借入金については、元利金の合計額を同様の新規借入を行った場合に想定される利率で
割り引いて算定する方法によっております。なお、変動金利による長期借入金は金利スワッ
プの特例処理の対象とされており、当該金利スワップと一体として処理された元利金の合計
額を同様の借入を行った場合に適用される合理的に見積もられる利率で割り引いて算定する
方法によっております。
デリバティブ取引
金利スワップ取引の時価については、取引金融機関から提示された価格によっております。
為替予約取引の時価については、先物為替相場によっております。
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（注2）時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品
 （単位・百万円）

区　　　分 連結貸借対照表計上額
①子会社株式 2,982
②関連会社株式 45,381
③非上場株式 1,884
④差入保証金 24,962

①子会社株式
市場価格がなく時価を把握することが極めて困難と認められるため、記載しておりません。
②関連会社株式
市場価格がなく時価を把握することが極めて困難と認められるため、記載しておりません。
③非上場株式
市場価格がなく時価を把握することが極めて困難と認められるため、「⑶有価証券及び投資
有価証券」に記載しておりません。
④差入保証金
差入保証金の一部については、返還時期の見積りが困難なため、時価を把握することが極め
て困難と認められることから「⑷差入保証金」には含めておりません。

（注3）満期のある金銭債権及び有価証券の連結決算日後の償還予定額
 （単位・百万円）

１年以内 １年超５年以内 ５年超10年以内 10年超
現金及び預金 87,887 ― ― ―
受取手形及び売掛金 115,891 4,388 77 23
有価証券及び投資有価証券
①満期保有目的の債券
国債・地方債 2,000 4,000 ― ―
社債 4 ― ― ―
小計 2,004 4,000 ― ―

②その他有価証券のうち満期
があるもの
国債・地方債 ― ― ― ―
譲渡性預金 ― ― ― ―
小計 ― ― ― ―

差入保証金 1,020 4,015 3,232 1,954
合計 206,803 12,404 3,309 1,978
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（注４）社債、長期借入金の連結決算日後の返済予定額
 （単位・百万円）

１年以内 １年超
２年以内

２年超
３年以内

３年超
４年以内

４年超
５年以内 ５年超

社債 ― ― ― 40,000 ― 35,000
長期借入金 31,405 11,280 7,540 4,500 7,500 20,000

合計 31,405 11,280 7,540 44,500 7,500 55,000

6.賃貸等不動産に関する注記
当社及び当社の一部の連結子会社では、主に当社営業エリア内において、賃貸用のオフィスビル及び賃
貸商業施設等を有しております。なお、賃貸商業施設等の一部については、当社及び一部の子会社が使
用しているため、賃貸等不動産として使用される部分を含む不動産としております。
これら賃貸等不動産及び賃貸等不動産として使用される部分を含む不動産に関する連結貸借対照表計上
額及び当連結会計年度における主な変動並びに連結決算日における時価及び当該時価の算定方法は以下
のとおりであります。
 （単位・百万円）

連結貸借対照表計上額 連結決算日に
おける時価当連結会計

年度期首残高
当連結会計
年度増減額

当連結会計
年度期末残高

賃貸等不動産 58,775 △7,487 51,288 58,620
賃貸等不動産として使用される部分を
含む不動産 254,544 106,426 360,970 457,335

（注）１ 連結貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額及び減損損失累計額を控除した金額で
あります。

２ 賃貸等不動産の当連結会計年度増減額のうち、主な増加額は賃貸等不動産の土地及び建物付属
設備の取得による増加額であり、主な減少額は管理範囲の変更による賃貸等不動産からの除外
及び減価償却費等であります。

３ 賃貸等不動産として使用される部分を含む不動産の当連結会計年度増減額のうち、主な増加額
は賃貸等不動産の土地及び建物付属設備の取得による増加額であり、主な減少額は減価償却費
等であります。

４ 当連結会計年度末の時価は、主に「不動産鑑定評価基準」に基づいて自社で算定した金額（指
標等を用いて調整を行ったものを含む）であります。
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また、賃貸等不動産及び賃貸等不動産として使用される部分を含む不動産に関する2015年（平成27年）
２月期における損益は、次のとおりであります。
 （単位・百万円）

賃貸収益 賃貸費用 差額 その他
（売却損益等）

賃貸等不動産 14,853 10,803 4,049 47
賃貸等不動産として使用される部分を
含む不動産 19,538 14,138 5,400 1,459

（注） 賃貸等不動産として使用される部分を含む不動産には、サービスの提供及び経営管理として当社
及び一部の子会社が使用している部分も含むため、当該部分の賃貸収益の一部は、計上されてお
りません。なお、当該不動産に係る費用（減価償却費、補修費、保険料、租税公課等）については、
賃貸費用に含まれております。

7.１株当たり情報に関する注記
１株当たり純資産額 1,131円28銭
１株当たり当期純利益 66円29銭

8.重要な後発事象
（法人税率等の変更）
「所得税法等の一部を改正する法律」（平成27年法律第９号）が2015年（平成27年）3月31日に公布され、
2015年（平成27年）４月１日以後に開始する事業年度から法人税率等が変更されることとなりました。
これに伴い、2016年（平成28年）３月１日から開始する連結会計年度以降において解消が見込まれる
一時差異等について、繰延税金資産及び繰延税金負債の計算に使用する法定実効税率が従来の35.6％か
ら33.1％に変更されます。また、2017年（平成29年）３月１日から開始する連結会計年度以降におい
て解消が見込まれる一時差異等について、繰延税金資産及び繰延税金負債の計算に使用する法定実効税
率が、35.6％から32.3％に変更されます。
この変更を勘案して当連結会計年度における一時差異等を基礎として再計算した場合、流動資産の繰延
税金資産が239百万円、固定資産の繰延税金資産が221百万円、固定負債の繰延税金負債が508百万円、
再評価に係る繰延税金負債が574百万円、退職給付に係る調整累計額が26百万円それぞれ減少し、土地
再評価差額金が574百万円、その他有価証券評価差額金が1,418百万円、それぞれ増加し、法人税等調
整額が1,344百万円増加いたします。
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（自己株式の取得）
当社は、2015年（平成27年）３月23日開催の取締役会において、会社法第165条第３項の規定により
読み替えて適用される同法第156条の規定に基づき、自己株取得に係る事項について決議いたしました。
⑴取得株式の種類 普通株式
⑵取得し得る株式の総数 5,600,000株（上限）
 （発行済株式総数（自己株式を除く）に対する割合1.6％）
⑶株式の取得価格の総額 7,000百万円（上限）
⑷取得する期間 2015年（平成27年）４月１日から
 2015年（平成27年）８月31日まで
⑸自己株式の取得を行う理由
当社及びエイチ・ツー・オーリテイリング株式会社（以下、「H2Oリテイリング」）は、2015年（平
成27年）３月23日、業務提携強化と資本提携について合意しております。この合意に基づき、双方
が互いに保有している普通株式は、今後はお互いの発行済株式の５％相当の数量まで調整する予定
であり、現時点でこれを超えて保有するお互いの保有株式については売却を予定しております。
当社としては、H2Oリテイリングが保有する当社株式に関し、一度にまとまった数量の株式が市場
で売却されることによる需給への影響を緩和し、かつ、資本効率の向上を通じて株主の皆様への一
層の利益還元と機動的な資本政策を遂行するため、H2Oリテイリングの保有する当社株式33,084
千株のうちの5,000千株については、当社が2015年（平成27年）４月以降2015年（平成27年）８
月までを目途に自己株式として取得し、10,310千株はH2Oリテイリングから譲渡を予定しており
ますが、相手先、手法については未定です。
なお、当社がH2Oリテイリングの保有する当社普通株式を取得するに当たっては、立会外市場取引
や公開買付けの手法等を検討しております（このうち公開買付けによる場合には市場価格に比較し
て一定のディスカウントを行った買付価格によるものを想定しております）。
また、今後の当社の普通株式の株価や流動性の動向により、実際に取得する株式の数量・取得の時
期等を変更する可能性がございます。
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（投資有価証券の売却）
⑴売却の内容
当社は、2015年（平成27年）３月24日に、当社が保有するエイチ・ツー・オーリテイリング株式
会社（以下、「H2Oリテイリング」）の普通株式10,337千株のうち、4,078千株（H2Oリテイリン
グ発行済株式総数の3.26％。帳簿価額5,199百万円）を売却いたしました。

⑵損益への影響
株式売却に伴う売却益4,197百万円を、2015年（平成27年）３月１日から2016年（平成28年）
２月29日までの連結会計年度における特別利益に計上いたします。
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1.重要な会計方針に係る事項に関する注記
⑴資産の評価基準及び評価方法は次のとおりであります｡
①有　価　証　券 子会社株式及び関連会社株式
 　移動平均法による原価法
 その他有価証券

（時価のあるもの）
 　期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法に

より処理し､ 売却原価は移動平均法により算定しております｡ )
（時価のないもの）

 　移動平均法による原価法
②デリバティブ  時価法
③た な 卸 資 産  評価基準は原価法（収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）によって

おります。
 商　　　品
 　売価還元法及び個別法
 　但し、クロスメディア事業部の商品は先入先出法
 貯　蔵　品
 　先入先出法
⑵固定資産の減価償却の方法は次のとおりであります｡
①有形固定資産（リース資産を除く）　　　
 定額法
 なお、耐用年数及び残存価額については、法人税法に規定する方法と同

一の基準によっております。
②無形固定資産（リース資産を除く）
 定額法
 なお、償却年数については、法人税法に規定する方法と同一の基準によ

っております。
 但し、将来の収益獲得又は費用削減が確実なコンピュータソフトウェア

開発費については、５年間で均等償却しております。

個 別 注 記 表
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③リース資産 所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっておりま

す。
 なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リース取引開始

日が2009年（平成21年）２月28日以前のものについては、通常の賃貸
借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。

⑶重要な引当金の計上の方法は次のとおりであります｡
①貸倒引当金 債権の貸倒れによる損失に備えるため､ 一般債権については貸倒実績率

により､ 貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討
し､ 回収不能見込額を計上しております｡

②役員賞与引当金 役員賞与の支給に備えるため、支給見込額に基づき計上しております。
③ポイント引当金 ポイント金券の発行に備えるため､ 当期末におけるポイント残高に対す

る将来の金券発行見積り額のうち、費用負担となる原価相当額を計上し
ております。

④退職給付引当金 従業員の退職給付に備えるため､ 当期末における退職給付債務及び年金
資産の見込額に基づき､ 当期末において発生していると認められる額を
計上しております｡

 過去勤務費用については､ その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内
の一定の年数（10年）による定額法により発生時から費用処理しており、
また、数理計算上の差異についても､ その発生時の従業員の平均残存勤
務期間以内の一定の年数（10年）による定額法により､ 発生の翌期から
費用処理しております｡

⑤環境対策引当金 ポリ塩化ビフェニル（PCB）等法令により義務付けられている処分等に
関する支出に備えるため、今後発生すると見込まれる金額を計上してお
ります。

⑷その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項
①ヘッジ会計の方法
　イ．ヘッジ会計の方法 繰延ヘッジ処理によっております｡ なお､ 為替予約取引については、振

当処理の要件を満たしている場合には､ 振当処理を行っております｡
 また、金利スワップについては特例処理の要件を満たしている場合に

は、特例処理を採用しております。
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　ロ．ヘッジ手段とヘッジ対象 ヘッジ手段　　デリバティブ取引（為替予約取引及び金利スワップ取引）
 ヘッジ対象　　外貨建営業債権・債務、借入金及び借入金の支払金利
　ハ．ヘッジ方針 当社のリスク管理方針に基づき､ 為替変動リスク及び金利変動リスクを

ヘッジすることとしております｡
　ニ．ヘッジ有効性評価の方法 ヘッジ対象及びヘッジ手段について､ 毎会計年度末に個別取引毎のヘッ

ジ効果を検証しておりますが､ ヘッジ手段とヘッジ対象の資産・負債又
は予定取引に関する重要な条件が同一であり､ 高い有効性があるとみな
される場合には有効性の判定を省略しております｡

　ホ．リスク管理体制 重要なデリバティブ取引については､ 当社の経理規定に従い取締役会の
決議又は稟議決裁を行い､ 企画本部財務部で取引を実行するとともに管
理しております｡

②消費税等の会計処理は、税抜方式によっております。
③金額の表示単位未満は、切捨てて表示しております。

2.会計方針の変更に関する注記
（退職給付に関する会計基準等の適用）
「退職給付に関する会計基準」（企業会計基準第26号　平成24年５月17日。以下、「退職給付会計基準」
という。）及び「退職給付に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第25号　平成24年５月
17日）が2013年（平成25年）４月１日以後開始する事業年度の期首から適用できることになったこと
に伴い、当事業年度よりこれらの会計基準等を適用し、退職給付債務及び勤務費用の計算方法を見直
し、割引率の決定方法を残存勤務期間に基づく割引率から単一の加重平均割引率へ変更し、退職給付見
込額の期間帰属方法を期間定額基準から給付算定式基準へと変更しました。
退職給付会計基準等の適用については、退職給付会計基準第37項に定める経過的な扱いに従って、退職
給付債務及び勤務費用の計算方法の変更に伴う影響額を当事業年度の期首の利益剰余金に加減しており
ます。
この結果、当事業年度の期首において、退職給付引当金が20,950百万円計上されるとともに、利益剰余
金が13,492百万円減少しております。また、当事業年度の営業利益、経常利益及び税引前当期純利益が
766百万円増加しております。
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3.貸借対照表等に関する注記
⑴有形固定資産の減価償却累計額 157,691百万円
⑵関係会社に対する短期金銭債権 67,957百万円
　　　　同　　　長期金銭債権 35,425百万円
⑶関係会社に対する短期金銭債務 108,871百万円
　　　　同　　　長期金銭債務 3,522百万円
⑷保　証　債　務
 （単位・百万円）

被 保 証 者 保 証 金 額 被保証債務の内容
従業員　42件 209 住宅ローン

計 209

⑸ ｢土地の再評価に関する法律｣（平成10年３月31日公布法律第34号）及び1999年（平成11年）３月
31日の同法律の改正に基づき､ 事業用の土地の再評価を行っております｡
なお､ 再評価差額については､ 当該差額に係る税金相当額を「再評価に係る繰延税金負債」として負
債の部に計上し、これを控除した金額を「土地再評価差額金」として純資産の部に計上しております。
再評価の方法
　｢土地の再評価に関する法律施行令｣（平成10年３月31日公布政令第119号）第２条第３号に定める
固定資産税評価額及び被合併会社から引継いだ土地のうち､ 第２条第４号に定める路線価のあるも
のは当該路線価にそれぞれ合理的な調整を行い算出しております｡

　・再評価を行った年月日　2000年（平成12年）12月31日（被合併会社）
　　　　　　　　　　　　　及び2001年（平成13年）２月28日

⑹圧縮記帳額
　都市再開発法による日本橋二丁目地区第一種市街地再開発事業の権利変換により、有形固定資産の取
得価額から直接減額された圧縮記帳額は、次のとおりであります。
土地 31,326百万円
建設仮勘定 19,966百万円
合計 51,293百万円
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⑺コミットメント契約
　当社は、事業資金の効率的な調達を行うため取引銀行６行と貸出コミットメント契約を締結しており
ます。当期末における貸出コミットメントに係る借入未実行残高等は次のとおりであります。
コミットメント契約の総額 20,000百万円
借入実行残高 ―百万円
差引額 20,000百万円

⑻期末日満期手形の会計処理
期末日満期手形の会計処理は、手形交換日をもって決済処理しております。
なお、当期末日が金融機関の休日であったため、次の満期手形が期末残高に含まれております。

　受取手形 25百万円

4.損益計算書に関する注記　
⑴関係会社に対する売上高 244百万円
⑵関係会社からの仕入高 10,339百万円
⑶関係会社との営業取引以外の取引高 66,407百万円

5.株主資本等変動計算書に関する注記
期末日における自己株式の数　普通株式 960,573株
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６.税効果会計に関する注記
⑴繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳
①流動の部
　繰延税金資産
・貸倒引当金 24百万円
・未払事業所税 163百万円
・未払事業税 430百万円
・たな卸資産評価減 365百万円
・ポイント引当金等 1,781百万円
・商品券調整額 3,447百万円
・その他 672百万円
　繰延税金資産合計 6,885百万円
繰延税金負債
・商品券調整額 △678百万円
・その他 △0百万円
　繰延税金負債合計 △678百万円
繰延税金資産の純額 6,206百万円

②固定の部
　繰延税金資産
・貸倒引当金 145百万円
・コンピュータソフトウェア開発費償却 295百万円
・会社分割に伴う子会社株式評価減 2,343百万円
・株式評価減 1,431百万円
・退職給付引当金 20,207百万円
・環境対策引当金 221百万円
・減損損失 515百万円
・その他 1,682百万円
繰延税金資産小計 26,843百万円
評価性引当額 △3,236百万円
繰延税金資産合計 23,606百万円
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　繰延税金負債
・固定資産圧縮積立金 △10,185百万円
・その他有価証券評価差額金 △15,097百万円
・その他 △395百万円
繰延税金負債合計 △25,678百万円
繰延税金負債の純額 2,071百万円

⑵法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異原因
法定実効税率 37.9％
（調整）
受取配当金等一時差異でない項目 △4.9％
住民税の均等割 0.3％
実効税率の変更 2.3％
その他 0.1％
税効果会計適用後の法人税等の負担率 35.7％

⑶法人税等の税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正
「所得税法等の一部を改正する法律」（平成26年法律第10号）が2014年（平成26年）３月31日に公布
され、2014年（平成26年）４月１日以後に開始する事業年度から復興特別法人税が課せられないこ
とになりました。
これに伴い、2015年（平成27年）３月１日から開始する事業年度において解消が見込まれる一時差
異等について、繰延税金資産及び繰延税金負債の計算に使用する法定実効税率が、従来の37.9％から
35.6％に変更されます。
この税率変更により、流動資産の繰延税金資産が275百万円減少、固定負債の繰延税金負債が112百
万円増加し、法人税等調整額が387百万円増加しております。
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⑷決算日後の法人税等の税率の変更
「所得税法等の一部を改正する法律」（平成27年法律第９号）が2015年（平成27年）3月31日に公布
され、2015年（平成27年）４月１日以後に開始する事業年度から法人税率等が変更されることとな
りました。これに伴い、2016年（平成28年）３月１日から開始する事業年度以降において解消が見
込まれる一時差異等について、繰延税金資産及び繰延税金負債の計算に使用する法定実効税率が、従
来の35.6％から33.1％に変更されます。また、2017年（平成29年）３月１日から開始する事業年度
以降において解消が見込まれる一時差異等について、繰延税金資産及び繰延税金負債の計算に使用す
る法定実効税率が、35.6％から32.3％に変更されます。
この変更を勘案して当事業年度における一時差異等を基礎として再計算した場合、流動資産の繰延税
金資産が165百万円、固定資産の繰延税金負債が411百万円、再評価に係る繰延税金負債が415百万
円それぞれ減少し、土地再評価差額金が415百万円、その他有価証券評価差額金が1,399百万円それ
ぞれ増加し、法人税等調整額が1,153百万円増加いたします。

7.関連当事者との取引に関する注記

種類 会社等の
名称 住所

資本金
又は
出資金
（百万円）

事業の
内容
又は
職業

議決権等
の所有

（被所有）
割合（％）

関係内容
取引の
内容

取引金額
（百万円） 科目 期末残高

（百万円）役員の
兼任等

事業上
の関係

子会社

㈱髙島屋
友の会

東京都
中央区 50

前払式特
定取引に
よる取次
業

所有
直接
100.0

兼任
４名

（うち
従業員
３名）

資金の借
入及び預
り、お買
物券の回
収

資金の
借入
（注１）
資金の
返済
（注１）
利息の
支払
（注１）

115,000 短期借入金 56,000

112,000 預り金 8,150

917 未払費用 12

髙島屋
クレジット㈱

東京都
中央区 100

クレジッ
トカード
発行業

所有
直接
66.6

兼任
５名

（うち
従業員
３名）

資金の貸
付及びク
レジット
カードに
よる商品
販売代金
の回収他

クレジッ
トカード
による商
品販売代
金の回収
（注２）
手数料
の支払
（注２）
資金の
貸付
（注３）
資金の
回収
（注３）
利息の
受取
（注３）

334,427
売掛金
（注４） 34,991

3,586

498,441
短期
貸付金 13,248

493,430

38 その他流動資産 17

010_0383310092705.indd   25 2015/04/09   21:08:18



―26―

種類 会社等の
名称 住所

資本金
又は
出資金
（百万円）

事業の
内容
又は
職業

議決権等
の所有

（被所有）
割合（％）

関係内容
取引の
内容

取引金額
（百万円） 科目 期末残高

（百万円）役員の
兼任等

事業上
の関係

子会社

東神
開発㈱

東京都
世田谷
区

2,140 不動産業
所有
直接
100.0

兼任
７名

（うち
従業員
１名）

資金の
貸付

資金の
貸付
（注１）

3,000 1年内
長期
貸付金

10,000資金の
回収
（注１）

3,000

利息の
受取
（注１）

513
長期
貸付金 29,800土地

等の
売却

5,261

髙島屋
スペース
クリエイ
ツ㈱

東京都
中央区 100 建装事業

所有
直接
100.0

兼任
４名

（うち
従業員
３名）

資金の
借入

資金の
借入
（注３）
資金の
返済
（注３）
利息の
支払
（注３）

24,080 短期借入金 8,567

23,380

26 未払費用 12

㈱髙島屋
サービス

東京都
中央区 3

ビル
メンテナ
ンス・
物流・
事務代行
事業

所有
直接
90.3

間接
9.7

兼任
８名

（うち
従業員
８名）

移転
費用
負担

移転
費用
負担

20 ― ―

取引条件及び取引条件の決定方針等
（注１）「資金の貸付・借入」等は、市場金利を勘案して利率は合理的に決定しております。
（注２）「クレジットカードによる商品販売代金の回収」は、加盟店契約に基づいており、回収に係る支

払手数料については、他の信販会社との取引条件を参考にして、交渉の上決定しております。
（注３）「資金の貸付・借入」は、CMS（キャッシュ・マネジメント・システム）に係るものであり、市

場金利を勘案して利率は合理的に決定しております。　
（注４）「売掛金」は、髙島屋クレジット㈱に対するクレジットカード債権の残高です。
（注５）取引金額には、消費税等は含まれておりません。
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8.１株当たり情報に関する注記
１株当たり純資産額 796円72銭
１株当たり当期純利益 35円05銭

9.重要な後発事象
（自己株式の取得）
当社は、2015年（平成27年）３月23日開催の取締役会において、会社法第165条第３項の規定により
読み替えて適用される同法第156条の規定に基づき、自己株取得に係る事項について決議いたしまし
た。
⑴取得株式の種類 普通株式
⑵取得し得る株式の総数 5,600,000株（上限）

 （発行済株式総数（自己株式を除く）に対する割合1.6％）
⑶株式の取得価格の総額 7,000百万円（上限）
⑷取得する期間 2015年（平成27年）４月１日から
 2015年（平成27年）８月31日まで
⑸自己株式の取得を行う理由
当社及びエイチ・ツー・オーリテイリング株式会社（以下、「H2Oリテイリング」）は、2015年（平
成27年）３月23日、業務提携強化と資本提携について合意しております。この合意に基づき、双
方が互いに保有している普通株式は、今後はお互いの発行済株式の５％相当の数量まで調整する予
定であり、現時点でこれを超えて保有するお互いの保有株式については売却を予定しております。
当社としては、H2Oリテイリングが保有する当社株式に関し、一度にまとまった数量の株式が市
場で売却されることによる需給への影響を緩和し、かつ、資本効率の向上を通じて株主の皆様への
一層の利益還元と機動的な資本政策を遂行するため、H2Oリテイリングの保有する当社株式
33,084千株のうちの5,000千株については、当社が2015年（平成27年）４月以降2015年（平成
27年）８月までを目途に自己株式として取得し、10,310千株はH2Oリテイリングから譲渡を予定
しておりますが、相手先、手法については未定です。
なお、当社がH2Oリテイリングの保有する当社普通株式を取得するに当たっては、立会外市場取
引や公開買付けの手法等を検討しております（このうち公開買付けによる場合には市場価格に比較
して一定のディスカウントを行った買付価格によるものを想定しております）。
また、今後の当社の普通株式の株価や流動性の動向により、実際に取得する株式の数量・取得の時
期等を変更する可能性がございます。
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（投資有価証券の売却）
⑴売却の内容
当社は、2015年（平成27年）３月24日に、当社が保有するエイチ･ツー・オーリテイリング株式
会社（以下、「H2Oリテイリング」）の普通株式10,337千株のうち、4,078千株（H2Oリテイリン
グ発行済株式総数の3.26％。帳簿価額5,199百万円）を売却いたしました。

⑵損益への影響
株式売却に伴う売却益4,197百万円を、2015年（平成27年）３月１日から2016年（平成28年）２
月29日までの事業年度における特別利益に計上いたします。

10.連結配当規制適用会社に関する注記
決議しておりません。
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